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第３章 家畜共済 

（共済関係の成立） 

第 43 条 乳牛の雌等（乳牛の雌及び乳牛の子牛等（規則第 29 条の乳牛の子牛等をい

う。）をいう。以下同じ。）、肉用牛等（乳牛の雌等及び種雄牛以外の牛並びに乳

牛以外の牛の胎児をいう。以下同じ。）、種雄馬以外の馬、種豚又は肉豚（以下

「包括共済対象家畜」と総称する。）に係る家畜共済の共済関係は、組合員が、肉

豚以外の包括共済対象家畜に係るものにあっては、包括共済対象家畜の種類ごとに、

その飼養する包括共済対象家畜で第2条第1項第2号に掲げる牛（牛の胎児であって

その母牛に対する授精又は受精卵移植の日から起算して240日以上に達したものを含

む。）、同号に掲げる馬又は同号に掲げる種豚であるものを一体として、肉豚に係

るものにあっては、その者の飼養する肉豚で同号に掲げるものを一体として、かつ、

飼養区分（規則第 29 条の 2 の飼養区分をいう。以下同じ。）ごとに家畜共済に付す

ることを申し込み、この組合がこれを承諾することによって、成立するものとする。 

２ 種雄牛又は種雄馬に係る家畜共済の共済関係は、家畜ごとに、組合員がその飼養

する種雄牛又は種雄馬で第2条第1項第2号に掲げる牛（成牛に限る。）又は馬であ

るものを家畜共済に付することを申し込み、この組合がこれを承諾することによっ
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て、成立するものとする。 

３ 包括共済対象家畜（子牛等及び肉豚を除く。以下この項において同じ。）であっ

て、次の各号に掲げる事由があるものについては、第1項の規定にかかわらず、前項

の規定の例により家畜共済の共済関係を成立させることができる。 

（１）この組合が当該組合員からの当該包括共済対象家畜についての第1項の規定によ

る申込みにつき、第 46 条第 1 号の理由によりその承諾を拒んだこと（同号の理由

がなくなった場合を除く。）。 

（２）当該包括共済対象家畜と同一の包括共済対象家畜の種類たる家畜につき当該組

合員との間に第 55 条第 1 項の個別共済関係が存していること（当該包括共済対象

家畜につき第47条の包括共済関係が存している場合を除く。）。 

４ 肉豚を飼養する組合員で次に掲げる基準のすべてに適合する者が、その者の飼養

する肉豚で出生後第 20 日の日を経過したものを一体として家畜共済に付することを

申し込み、この組合がこれを承諾した場合は、第1項の規定にかかわらず、当該承諾

によって、当該肉豚に係る家畜共済の共済関係が成立するものとする。 

（１）必要に応じ実施する畜舎への立入調査により、母豚の頭数、畜舎の構造及び敷

地面積その他肉豚の飼養頭数の確認のために必要な事項が把握できること。 

（２）過去3年間において母豚の繁殖成績及び当該母豚から出生した豚の離乳の日に至

るまでの死亡率を記録しており、かつ、今後も当該繁殖成績及び死亡率を記録す

ることが確実であると見込まれること。 

（３）過去3年間においてその者の飼養する母豚から出生した豚がその者の出荷する肉

豚（特定包括共済関係の存する者が当該特定包括共済関係の成立の後に畜舎の増

築若しくは改修により飼養頭数を増加させるため又は共済事故の発生による飼養

頭数の大幅な減少を補うため出生後第 20 日の日を経過した肉豚を飼養するに至っ

たときは、当該肉豚を除く。以下この号において同じ。）のおおむね全頭を占め

ており、かつ、今後ともその者の飼養する母豚から出生した豚がその者の出荷す

る肉豚のおおむね全頭を占めることが確実であると見込まれること。 

（４）肉豚を過去3年間において肉豚の頭数に関する資料の提供につき協力が得られる

卸売市場等に出荷しており、かつ、今後とも肉豚を当該卸売市場等に出荷するこ

とが確実であると見込まれること。 

（家畜共済の申込み） 

第44条 組合員が第43条の規定による申込みをしようとするときは、次の事項を記載

した申込書をこの組合に提出しなければならない。 

（１）申込者の氏名及び住所（法人たる組合員にあっては、その名称、その代表者の

氏名及びその事務所の所在地） 

（２）共済関係の種類、第 43 条第 1 項の規定による申込みにあっては包括共済対象家

畜の種類並びに飼養頭数及び牛の胎児であってその母牛に対する授精又は受精卵

移植の日から起算して240日以上に達したもの（その共済掛金期間中に、達する可

能性のあるものを含む。）の数、同条第2項又は第3項の規定による申込みにあっ
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ては共済目的の種類、同条第4項の規定による申込みにあっては肉豚の飼養頭数 

（３）申込みに係る家畜の飼養場所 

（４）その他共済目的を明らかにすべき事項 

２ この組合は、第 43 条の規定による申込みを受けたときは、当該家畜の健康診断を

行い、当該申込みを承諾するかどうかを決定して、これを申込者に通知するものと

する。 

３ 第 1項の申込書に記載した事項に変更（第 48 条第 1 項、第 3項、第 4 項又は第 6

項の規定による異動を除く。）が生じたときは、組合員は、遅滞なく、その旨をこ

の組合に通知しなければならない。 

（申込みの承諾を拒む場合） 

第 45 条 この組合は、組合員から牛（牛の胎児であってその母牛に対する授精又は受

精卵移植の日から起算して 240 日以上に達したものを含む。）又は馬についての第

43 条の規定による申込みがあった場合において、その申込みと同時に、申込みをし

た者の飼養するもののすべてについて、第 43 条の規定による申込みがなかったとき

は、当該申込みの承諾を拒むことができるものとする。 

第46条 この組合は、組合員から第43条の規定による申込みを受けた場合において、

その申込みにつき、特定包括共済関係及び次条の包括共済関係に係るものである場

合にあっては第 1 号、第 55 条第 1 項の個別共済関係に係るものである場合にあって

は第2号から第4号までのいずれかに掲げる事由があるときは、当該申込みの承諾を

拒むものとする。 

（１）その申込みに係る家畜のうちに次号から第 4 号まで又は第 55 条第 1 項各号に掲

げるものがあるため、その申込みを承諾するとすれば、当該家畜と同一の包括共

済対象家畜の種類たる家畜をこの組合の次条の包括共済関係に係る家畜共済に付

している者又は肉豚をこの組合の特定包括共済関係に係る家畜共済に付している

者との間に著しく衡平を欠くこととなるおそれがあること。 

（２）その申込みに係る家畜が発育不全、衰弱、奇形、不具又は悪癖の著しいもので

あること。 

（３）その申込みに係る家畜が疾病にかかり、又は傷害を受けているものであること。 

（４）その申込みに係る家畜が通常の飼養管理又は供用の方法と著しく異なる方法で

飼養管理され、若しくは供用され、又はそのおそれがあり、その飼養管理又は供

用の方法からみて当該家畜と同種の家畜と比べて共済事故の発生する度合いが著

しく大きいと認められること。 

（共済関係の消滅） 

第47条 第 43条第1項の規定により成立する家畜共済の共済関係（以下「包括共済関

係」という。）の成立の際、その成立により家畜共済に付されることとなった家畜

につき既に同条第3項の規定により家畜共済の共済関係が成立していたときは、当該

包括共済関係に係る共済責任の始まる時に、その成立していた共済関係は消滅する

ものとする。 
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２ 特定包括共済関係の成立の際、その成立により家畜共済に付されることとなった

肉豚につき既に包括共済関係が成立しているときは、当該特定包括共済関係に係る

共済責任の始まる時に、その成立していた包括共済関係は、消滅するものとする。 

３ この組合との間に特定包括共済関係の存する者が第 43 条第 4 項に掲げる基準に適

合しなくなったときは、その時に、その成立していた特定包括共済関係は、消滅す

るものとする。 

（包括共済関係に係る共済目的の異動） 

第 48 条 この組合との間に包括共済関係の存する者が当該包括共済関係の成立の後に

当該包括共済関係に係る包括共済対象家畜の種類たる牛、馬又は種豚で第2条第1項

第2号に掲げるものを飼養するに至ったときは、その時（その時に当該包括共済関係

に係る共済責任が始まっていないときは、その共済責任の始まった時）に、当該牛

若しくは牛の胎児でその母牛に対する授精若しくは受精卵移植の日から起算して 240

日以上に達しているもの、馬又は種豚は、当該包括共済関係に係る家畜共済に付さ

れるものとする。その者の飼養している家畜が当該包括共済対象家畜の種類たる牛、

馬若しくは種豚で同号に掲げるものとなったとき又はその者の飼養している牛の胎

児がその母牛に対する授精若しくは受精卵移植の日から起算して240日以上に達した

ときも、また同様とする。 

２ 第 10 条第 2 項（同条第 9 項において準用する場合を含む。）の規定により包括共

済関係に関し権利義務の承継があった場合において、当該権利義務を承継した者が

その承継前から引き続き当該包括共済関係に係る包括共済対象家畜の種類たる牛、

馬又は種豚で第2条第1項第2号に掲げるものを飼養していたときは、当該牛若しく

は牛の胎児でその母牛に対する授精若しくは受精卵移植の日から起算して240日以上

に達しているもの、馬又は種豚についても、また前項前段と同様とする。 

３ この組合との間に包括共済関係の存する者が当該包括共済関係に係る家畜共済に

付した家畜を飼養しなくなったとき（その者が同時に当該包括共済関係に係る包括

共済対象家畜の種類につき養畜の業務を営む者でなくなったときを除く。）は、そ

の時に、当該家畜又は牛の胎児は、当該家畜共済に付した家畜（牛の胎児を含む。

以下同じ。）でなくなるものとする。当該家畜が当該包括共済対象家畜の種類たる

牛、馬又は豚で第2条第1項第2号に掲げるものでなくなったときも、また同様とす

る。 

４ この組合との間に特定包括共済関係の存する者の飼養している肉豚が出生後第 20

日の日を経過したときは、その時（当該特定包括共済関係の共済責任が始まってい

ないときは、その共済責任の始まった時）に、当該肉豚は、当該特定包括共済関係

に係る家畜共済に付されるものとする。その者が当該特定包括共済関係の成立の後

に畜舎の増築若しくは改修により飼養頭数を増加させるため又は共済事故の発生に

よる飼養頭数の大幅な減少を補うため出生後第 20 日の日を経過した肉豚を飼養する

に至ったときも、また同様とする。 

５ 第 10 条第 2 項（同条第 9 項において準用する場合を含む。）の規定により特定包
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括共済関係に関し権利義務の承継があった場合において、当該権利義務を承継した

者がその承継前から引き続き出生後第 20 日の日を経過した肉豚を飼養していたとき

は、当該肉豚についても、また前項前段と同様とする。 

６ この組合との間に特定包括共済関係の存する者が、この組合の当該特定包括共済

関係に係る家畜共済に付した肉豚を飼養しなくなったとき（その者が同時に当該特

定包括共済関係に係る肉豚につき養畜の業務を営む者でなくなったときを除く。）

は、その時に、当該肉豚は、当該家畜共済に付した肉豚でなくなるものとする。当

該肉豚が種豚となったときも、また同様とする。 

（共済関係の消滅しない場合） 

第 49 条 この組合との間に家畜共済の共済関係の存する者が住所をこの組合の区域外

に移転したことにより組合員たる資格を喪失したためこの組合を脱退した場合にお

いて、その者が当該共済関係を存続させることについてその脱退前にこの組合の承

諾を受けていたときは、当該共済関係は、なお存続するものとする。 

２ 前項の承諾には、第10条第2項及び第3項の規定を準用する。 

（共済事故の一部除外） 

第 50 条 この組合との間に乳牛の雌等、肉用牛等、馬又は種豚に係る包括共済関係の

存する者又は特定包括共済関係の存する者は、包括共済対象家畜の種類ごと及び共

済掛金期間ごとに、当該共済掛金期間の開始する2週間前までに、この組合に対し、

乳牛の雌等に係る包括共済関係にあっては第1号、第2号又は第5号のいずれか、肉

用牛等に係る包括共済関係にあっては第1号から第3号まで又は第5号のいずれか、

馬に係る包括共済関係にあっては第1号、第2号又は第5号のいずれか、種豚に係る

包括共済関係にあっては第1号、第2号、第4号又は第5号のいずれか、特定包括共

済関係にあっては第6号に掲げるものを共済事故としない旨の申出をすることができ

る。 

（１）火災、伝染性の疾病（家畜伝染病予防法第2条第1項に規定する家畜伝染病及び

同法第4条第1項に規定する届出伝染病に限る。次号において同じ。）又は風水害

その他気象上の原因（地震及び噴火を含む。）による死亡及び廃用以外の死亡及

び廃用 

（２）火災、伝染性の疾病又は風水害その他気象上の原因（地震及び噴火を含む。）

による死亡及び廃用以外の死亡及び廃用並びに疾病及び傷害 

（３）疾病又は不慮の傷害によって死にひんした場合、不慮の災厄によって救うこと

のできない状態に陥った場合及び骨折、は行、両眼失明、伝達性海綿状脳症、牛

白血病若しくは創傷性心のう炎で治癒の見込みのないもの又は放線菌症、歯が疾

患、顔面神経まひ若しくは不慮の舌断裂であって採食不能となるもので治癒の見

込みのないものによって使用価値を失った場合における廃用 

（４）疾病又は不慮の傷害によって死にひんした場合、不慮の災厄によって救うこと

のできない状態に陥った場合及び骨折、は行、両眼失明、伝達性海綿状脳症、牛

白血病若しくは創傷性心のう炎で治癒の見込みのないもの又は放線菌症、歯が疾
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患、顔面神経まひ若しくは不慮の舌断裂であって採食不能となるもので治癒の見

込みのないものによって使用価値を失った場合における廃用並びに疾病及び傷害 

（５）疾病及び傷害 

（６）火災、伝染病の疾病（家畜伝染病予防法第 2条第 1項の家畜伝染病及び同法第 4

条第1項の届出伝染病（農林水産大臣が指定するものに限る。）に限る。）又は風

水害その他気象上の原因（地震及び噴火を含む。）による死亡以外の死亡 

２ 前項の申出は、その者に係る家畜の飼養に関する条件が乳牛の雌等に係る包括共

済関係にあっては第1号及び第2号、肉用牛等、馬又は種豚に係る包括共済関係にあ

っては第2号、特定包括共済関係にあっては第3号に掲げる基準に適合するときに限

り、することができる。 

（１）乳牛の雌等で第2条第1項第2号に掲げる牛であるものの当該共済掛金期間の開

始の時における当該組合員の飼養頭数（以下「期首頭数」という。）が6頭以上で

あること。 

（２）当該包括共済関係に係る包括共済対象家畜の種類たる家畜につき、当該共済掛

金期間の開始前5年間にわたり引き続き養畜の業務を営んだ経験を有すること。 

（３）肉豚につき、期首頭数が200頭以上であり、かつ、当該特定包括共済関係に係る

共済掛金期間の開始前5年間にわたり引き続き養畜の業務を営んだ経験を有するこ

と。 

３ 第1項の申出があったときは、当該包括共済関係においては、当該申出に係る共済

掛金期間内は、第2条第1項第2号の規定にかかわらず、同号の共済事故のうち当該

申出に係るものを共済事故としないものとする。 

（子牛等の共済目的からの除外） 

第 51 条 この組合との間に乳牛の雌等又は肉用牛等に係る包括共済関係の存する者は、

包括共済対象家畜の種類ごと及び共済掛金期間ごとに、当該共済掛金期間の開始す

る2週間前までに、この組合に対し、子牛等を共済目的としない旨の申出をすること

ができる。 

２ 前項の申出があったときは、当該包括共済関係においては、当該申出に係る共済

掛金期間内は、第2条第1項第2号の規定にかかわらず、当該申出に係る子牛等を共

済目的としないものとする。 

（共済責任の開始） 

第 52 条 家畜共済に係る共済責任は、この組合が組合員から組合員負担共済掛金の払

込みを受けた日の翌日から始まる。ただし、その日以後第 48 条第 1 項又は第 2 項の

規定により包括共済関係に係る家畜共済に付された家畜及び同条第4項又は第5項の

規定により特定包括共済関係に係る家畜共済に付された家畜については、その家畜

共済に付された時から始まる。 

２ 共済責任開始の日を統一するため必要がある場合において、この組合が組合員と

の協議により特定の家畜共済の共済関係について特定の日に共済責任が始まる旨を

定めたときは、前項本文の規定にかかわらず、当該共済関係に係る共済責任は、そ
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の特定の日から始まる。この場合には、前項ただし書の規定を準用する。 

（共済関係成立時等の書面交付） 

第 52 条の 2 組合は、家畜共済に係る共済関係が成立したとき及び共済掛金期間が開

始したとき（最初の共済掛金期間が開始したときを除く。）は、遅滞なく、組合員

に対し、次に掲げる事項を記載した書面を交付しなければならない。 

（１）組合の名称 

（２）組合員の氏名又は名称 

（３）共済事故 

（４）共済掛金期間の始期及び終期 

（５）共済金額 

（６）共済目的を特定するために必要な事項 

（７）組合員負担共済掛金及び賦課金並びにその支払の方法 

（８）第15条第 1項から第4項まで、第44条第 3項、第 56条第 1項から第4項まで

及び第6項並びに第63条の通知等をすべき事項 

（９）共済関係の成立年月日 

（10）書面を作成した年月日 

２ 前項の書面には、組合長が署名し、又は記名押印しなければならない。 

（加入証の交付） 

第 53 条 この組合は、組合員に対し、共済掛金期間ごとに、家畜共済に付されている

家畜に係る加入証を交付するものとする。 

２ 組合員は、当該家畜につき診療を受けようとするときは、前項の加入証を提示し

なければならない。 

（共済掛金期間） 

第 54 条 家畜共済に係る共済掛金期間は、1 年（肉豚（特定包括共済関係に係る肉豚

を除く。）に係るものにあっては、第2条第1項第2号に規定する肉豚に係る期間に

相当する期間。次項及び第57条第1項において同じ。）とする。 

２ この組合は、共済掛金期間の始期又は終期を統一するため必要があるときは、前

項の規定にかかわらず、家畜共済に係る共済掛金期間を1年未満とすることができる。 

３ 家畜共済に係る最初の共済掛金期間（肉豚（特定包括共済関係に係る肉豚を除

く。）に係る家畜共済にあっては、当該家畜共済に係る共済掛金期間。第 59 条第 1

項において同じ。）は、第 52 条第 1 項本文又は第 2 項前段の規定により家畜共済に

係る共済責任の始まる時に開始する。 

（個別共済関係に係る家畜共済に付することができない場合） 

第55条 次の各号のいずれかに該当する家畜は、新たに第43条第2項又は第3項の規

定により成立する家畜共済の共済関係（以下「個別共済関係」という。）に係る家

畜共済に付することができない。 

（１）12歳を超える牛及び明け17歳以上の馬 

（２）6歳を超える種豚 
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２ 家畜が前項各号のいずれかに該当するに至る前2年以内に新たに開始した個別共済

関係は、その該当するに至った時に属する共済掛金期間の満了の時に消滅する。 

 （通知義務） 

第 56 条 この組合との間に包括共済関係の存する者は、当該包括共済関係に係る共済

目的に第 48 条第 1 項の規定による異動（牛の胎児が授精若しくは受精卵移植の日か

ら起算して240日以上に達したことによる異動を除く。）若しくは同条第3項の規定

による異動（死亡及び廃用を除く。）又は牛の出生を生じたときは、遅滞なく、そ

の旨をこの組合に通知しなければならない。 

２ この組合との間に乳牛の雌等に係る包括共済関係の存する者は、当該包括共済関

係に付された牛の胎児であって、その母牛に対する授精又は受精卵移植の日から起

算して240日以上の生育の程度に達する可能性のあるものの価額が評価された後、当

該胎児の品種が当該評価の時のものと異なるものとなり、当該価額の変更を必要と

する場合には、当該牛の胎児が当該包括共済関係に係る家畜共済に付される日の前

日までに、その旨をこの組合に通知しなければならない。 

３ この組合との間に個別共済関係の存する者は、当該個別共済関係に係る共済目的

たる家畜を他人に譲渡したとき、又はその家畜につき共済目的の種類を変更したと

きは、遅滞なく、その旨をこの組合に通知しなければならない。 

４ この組合との間に特定包括共済関係の存する者は、当該特定包括共済関係に係る

肉豚に第 48 条第 4 項前段又は第 6 項の規定による異動を生じたときは、その時の属

する基準期間の終了後、遅滞なく、当該基準期間中における当該異動をこの組合に

通知しなければならない。 

５ 前項の基準期間は、基準日（共済掛金期間の開始の日から1箇月を経過するごとの

日をいう。以下同じ。）の翌日から次の基準日までの期間とする。ただし、共済掛

金期間を1年未満とする場合の当該共済掛金期間に係る最後の基準日は、当該共済掛

金期間の満了の日とする。  

６ この組合との間に特定包括共済関係の存する者は、第 48 条第 4 項後段の規定によ

り当該特定包括共済関係に係る家畜共済に付された肉豚があったときは、遅滞なく、

その旨をこの組合に通知しなければならない。 

（組合員負担共済掛金の金額） 

第57条 家畜共済に係る組合員負担共済掛金の金額は、共済掛金（共済金額に第61条

の共済掛金率を乗じて得た金額（第 54 条第 2 項の規定により 1 年未満とされた共済

掛金期間に係るものにあっては、月割によって計算された金額）をいう。次項にお

いて同じ。）から、牛若しくは牛の胎児又は馬に係るものにあってはその 2 分の 1、

豚に係るものにあってはその 5分の 2に相当する金額（その金額が法第 13 条の 2の

農林水産大臣の定める金額を超える場合にあっては、その農林水産大臣の定める金

額）を差し引いて得た金額とする。 

２ 家畜共済に付した家畜で、その共済金額が法第 115 条第 10 項の農林水産大臣の定

める金額を超えるものに係る組合員負担共済掛金の金額は、前項の規定にかかわら



（高知県農業共済組合共済規程） 
 

 

131 

 

ず次の算式により計算される金額とする。 

   Ｆ＝ＢＰ＋ＡＱ－Ｃ 

 Ｆは、当該組合員負担共済掛金の金額 

 Ｐは、第61条の共済掛金率のうち死亡及び廃用による損害に対応する部分の率 

 Ｑは、第61条の共済掛金率からＰを差し引いたもの 

 Ａは、法第115条第10項の農林水産大臣の定める金額 

 Ｂは、当該家畜の共済金額 

 Ｃは、牛若しくは牛の胎児又は馬に係るものについては共済掛金の 2 分の 1、豚に係

るものについては共済掛金の 5 分の 2 に相当する金額（その金額が法第 13 条の 2

の農林水産大臣の定める金額を超える場合にあっては、その農林水産大臣の定め

る金額） 

（組合員負担共済掛金の払込期限） 

第 58 条 第 43 条の規定による申込みをした者は、第 44 条第 2 項の承諾の通知が到達

した日の翌日から起算して 1 週間以内（第 52 条第 2 項に規定する場合にあっては、

同項の特定の日から2週間以内）に、最初の共済掛金期間に対する組合員負担共済掛

金をこの組合に払い込まなければならない。 

２ 前項に規定する払込期限を過ぎて組合員負担共済掛金の払込みを受けたときは、

この組合は、あらためて第 43 条の規定による申込みがあったものとみなして取り扱

うものとする。 

３ 組合員は、共済掛金期間の満了の日までに、次の共済掛金期間に対する組合員負

担共済掛金をこの組合に払い込まなければならない。 

４ 前項の場合において、共済掛金期間の満了の日の翌日から起算して2週間をもって

猶予期間とする。 

５ この組合が第 10 条第 2 項（同条第 9 項において準用する場合を含む。）の承諾を

した場合において、譲受人の住所地に係る共済掛金率が譲渡人の住所地に係る共済

掛金率を超えるときは、譲受人は、当該承諾の通知が到達した日（共済目的の譲受

けの前に当該承諾の通知が到達した場合は、譲受けの日）の翌日から起算して2週間

以内に当該共済掛金期間のうちまだ経過していない期間に対し月割によって計算さ

れる組合員負担共済掛金の差額をこの組合に払い込まなければならない。 

６ 組合員負担共済掛金の払込みの告知は、払い込むべき金額、払込期日及び払込場

所を記載した書面をもってするものとする。 

（共済金額） 

第 59 条 家畜共済の共済金額は、肉豚以外の包括共済対象家畜に係る包括共済関係に

係るものにあっては包括共済対象家畜の種類ごとに、肉豚に係る包括共済関係に係

るものにあっては飼養区分ごとに、個別共済関係に係るものにあっては家畜ごとに、

特定包括共済関係に係るものにあってはその当該特定包括共済関係に係る肉豚の全

体について、当該家畜共済に係る最初の共済掛金期間（特定包括共済関係に係るも

のにあっては、各共済掛金期間）の開始の時における共済価額の 100 分の 20（肉豚
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に係るものにあっては、100分の 40）を下らず、その時における共済価額の 100分の

80 を超えない範囲内において、第 62条第 1項の家畜共済掛金率等一覧表に掲げる金

額のうちから組合員が選択した金額とする。 

  この場合において、肉豚に係る包括共済関係に係る家畜共済にあっては、飼養区

分ごとに当該飼養区分に係る共済金領を当該飼養区分に係る共済掛金期間開始の時

における肉豚の頭数で除して得た金額は、同一事業年度内は同額とする。 

２ 包括共済関係に係る家畜共済（肉豚に係るものを除く。）の共済金額は、死亡又

は廃用により共済金が支払われたときは、当該死亡又は廃用の時に、その支払われ

た共済金に相当する金額だけ減額するものとする。特定包括共済関係に係る家畜共

済の共済金額は、共済金が支払われたときは、その時の属する基準期間の次の基準

期間の開始の時に、その支払われた共済金に相当する金額だけ減額するものとする。 

３ 包括共済関係に係る家畜共済の共済価額が第 48 条第 1 項又は第 2 項の規定による

共済目的の異動により増加したときは、組合員は、共済掛金期間の中途においても、

当該共済目的の異動があった日から2週間以内に、この組合に対し、その増加の割合

の範囲内で家畜共済の共済金額の増額を請求することができる。特定包括共済関係

に係る家畜共済の共済価額が第 48 条第 4 項又は第 5 項の規定による肉豚の異動によ

り増加したときは、組合員は、共済掛金期間の中途においても、当該肉豚の異動が

あった日の属する基準期間の次の基準期間の開始の日から2週間以内に、この組合に

対し、その増加の割合の範囲内で家畜共済の共済金額の増額を請求することができ

る。 

４ 組合員は、前項の規定による請求をしたときは、その請求の日から2週間以内に当

該共済掛金期間のうちまだ経過していない期間に対し月割によって計算される組合

員負担共済掛金の差額をこの組合に払い込まなければならない。 

５ 第3項の規定による請求に係る共済金額の増額は、前項の規定によりその差額をこ

の組合に払い込んだ日の翌日からその効力を生ずるものとする。 

６ 家畜共済に係る共済掛金期間の開始後に、共済価額が著しく減少したときは、組

合員は、新たな共済掛金期間の開始の時において、組合に対し、将来に向かって、

共済金額の減額を請求することができる。 

７ 第3項及び第6項の規定による場合のほか組合員（特定包括共済関係に係る組合員

を除く。）は、新たな共済掛金期間の開始の時において、この組合の承諾を受けて、

家畜共済の共済金額を変更することができる。この場合には、家畜共済の共済金額

を減額する場合を除き、第46条の規定を準用する。 

８ 第3項、第6項又は第7項の規定による変更後の家畜共済の共済金額は、第1項の

規定にかかわらず、包括共済関係に係るものにあってはその変更の時における共済

価額の100分の 20を下らず、その時における共済価額の100分の 80を超えない範囲

内において、特定包括共済関係に係るものにあってはその変更の時の属する基準期

間の次の基準期間の開始の時における共済価額の 100 分の 40 を下らず、その時にお

ける共済価額の100分の80を超えない範囲内において定めなければならない。 
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（共済価額） 

第60条 家畜共済の共済価額は、次の金額とする。 

（１）乳牛の雌等及び肉用牛等に係る包括共済関係にあっては、組合員ごとに次の価

額を合計した金額 

  イ 当該組合員が現に飼養している当該包括共済関係に係る牛の価額 

  ロ イの牛の胎児が、その共済掛金期間中に授精又は受精卵移植の日から起算し

て240日以上に達する可能性のある場合における当該牛の胎児の価額 

（２）種雄馬以外の馬及び種豚に係る包括共済関係にあっては、包括共済対象家畜の

種類ごと及び組合員ごとに、当該組合員が現に飼養している当該包括共済関係に

係る家畜の価額を合計した金額 

（３）肉豚に係る包括共済関係にあっては、組合員ごと及び飼養区分ごとに、当該組

合員が当該包括共済関係に係る共済掛金期間開始の時に飼養している当該飼養区

分に係る肉豚の価額を合計した金額 

（４）個別共済関係にあっては、当該個別共済関係に係る家畜の価額 

（５）特定包括共済関係にあっては、組合員ごとに、当該組合員が現に飼養している

当該特定包括共済関係に係る肉豚の価額を合計した金額 

２ 前項第 2 号若しくは第 4 号の家畜又は同項第 1 号イの牛（次項に掲げるものを除

く。）の価額は、最初の共済掛金期間の開始の時（その共済掛金期間の開始の後第

48 条第 1 項又は第 2 項の規定により包括共済関係に係る家畜共済に付された家畜に

あっては、その家畜共済に付された時）における家畜の価額とする。ただし、この

組合と組合員との協議により新たな共済掛金期間の開始の時における家畜の価額に

改定すべき旨を決定したときは、その家畜の価額とする。 

３ 第1項第1号イの牛であって、その共済掛金期間中に同号に規定する包括共済関係

に係る牛の胎児であったことのあるものの価額は、当該牛の胎児の価額と同額とす

る。 

４ 第1項第1号ロの牛の胎児の価額は、当該価額の算定の日以前1年間における当該

胎児と価額を等しくする品種の初生牛の平均取引価格に相当する金額として規則第

29 条の 9 の 2 第 2 項の規定により農林水産大臣の定める方法によって算定される金

額とする。 

５ 第1項第3号及び第5号の肉豚の価額は、最寄りの家畜市場において当該価額の算

定の日以前1年間に取引された肥育を目的とした子豚の平均価格に相当する金額から、

第2条第1項第2号に掲げる肉豚となった日から当該子豚の日齢までの間の生産費に

相当する金額を差し引いて得た金額として規則第 29 条の 9の 2第 3項の規定により

農林水産大臣の定める方法によって算定される金額とする。 

（共済掛金率） 

第 61 条 家畜共済の共済掛金率は、共済目的の種類ごとに別表第 2 号に掲げる率とす

る。ただし、第 50 条第 1 項の規定による申出があったときは、当該申出に係る共済

掛金期間につき適用すべき共済掛金率については、別表第2号の共済掛金率甲、共済
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掛金率乙、共済掛金率丙から、当該申出に係る共済事故による損害に対応するこの

組合の区域の属する地域に係る法第115条第1項の共済掛金割引標準率甲、共済掛金

割引標準率乙（当該申出が疾病及び傷害を共済事故としない場合は別表第2号の共済

掛金率乙と同率）、共済掛金割引標準率丙をそれぞれ差し引いて得た率の合計率と

する。 

２ この組合が法第115条第3項の規定による危険段階の別を定めた家畜共済の共済目

的に係る共済掛金率は、前項の規定による共済掛金率に代えて、共済目的の種類ご

と、この組合の区域の属する地域ごと及び法第115条第3項の規定による危険段階別

に、別表第 3 号に掲げる率とする。ただし、第 50 条第 1 項の規定による申出があっ

たときは、当該申出に係る共済掛金期間につき適用すべき共済掛金率については、

別表第3号の率から、それに対応する次の各号の率をそれぞれ差し引いて得た率の合

計率とする。 

（１）当該申出に係る共済事故による損害に対応するこの組合の区域の属する地域に

係る法第115条第1項第1号の共済掛金割引標準率甲に当該危険段階共済掛金標準

率甲の同号の共済掛金標準率甲に対する割合を乗じて得た率 

（２）当該申出に係る共済事故による損害に対応するこの組合の区域の属する地域に

係る法第115条第1項第2号の共済掛金割引標準率乙に当該危険段階共済掛金標準

率乙の同号の共済掛金標準率乙に対する割合を乗じて得た率（当該申出が疾病及

び傷害を共済事故としない場合は別表第3号の危険段階共済掛金率乙と同率） 

（３）当該申出に係る共済事故による損害に対応するこの組合の区域の属する地域に

係る法第115条第1項第3号の共済掛金割引標準率丙 

３ 包括共済関係に係る家畜共済でその共済目的が2以上の共済目的の種類にわたるも

のの共済掛金率は、前2項の規定にかかわらず、当該包括共済関係に係る家畜で当該

組合員が当該共済掛金期間の開始の時（その共済掛金期間開始の後第 59 条第 3 項の

規定による共済金額の増額が行われた場合にあっては、その増額が効力を生じた

時）において現に飼養しているものの価額（前条第1項第1号ロの価額を含む。）の

当該共済目的の種類ごとの合計額を重みとして当該共済目的の種類ごとの前2項に規

定する率の合計率を算術平均した率とする。 

 （家畜共済掛金率等一覧表の備置き及び閲覧） 

第 62 条 理事は、家畜共済の共済掛金率、各危険段階に属する組合員の氏名又は名称

（組合員たる法人の代表権を有する者の氏名を含む。以下本条において同じ。）及

び住所、共済金額、組合員負担共済掛金等を記載した家畜共済掛金率等一覧表を作

成し、これを事務所に備えて置かなければならない。ただし、当該一覧表の内容を、

電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスクに記録及び保存をすれば、その

作成と備置きを行わないものとすることができる。 

２ 理事は、前項に掲げる事項が改定されたときは、当該事項を公告しなければなら

ない。ただし、組合員の氏名又は名称及び住所については、当該内容から除くもの

とする。 
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３ 組合員は、いつでも、第1項の家畜共済掛金率等一覧表の閲覧を求めることができ

る。ただし、組合員の氏名又は名称及び住所については、当該組合員に係るものに

限るものとする。 

（損害防止の指導） 

第 63 条 次の場合には、組合員は、あらかじめ、その旨をこの組合に通知し、損害防

止のため必要な指導を受けるものとする。 

（１）共済目的である家畜に対して去勢その他重大な手術をするとき。 

（２）共済目的である家畜を放牧するとき。 

（３）共済目的である家畜を家畜市場に出場させ、又は共進会等に出品するとき。 

２ 次の場合には、組合員は、遅滞なく、その旨をこの組合に通知し、損害防止のた

め必要な指導を受けるものとする。 

（１）共済目的である家畜が疾病にかかり、又は著しい傷害を受けたとき。 

（２）共済目的である家畜が行方不明になったとき。 

（共済金の支払額） 

第 64 条 家畜共済に係る共済金は、次の金額とする。ただし、包括共済関係に係るも

のにあっては包括共済対象家畜の種類ごと、組合員ごと及び共済掛金期間ごとに、

個別共済関係に係るものにあっては家畜ごと及び共済掛金期間ごとに、法第116条第

1項ただし書の農林水産大臣が定める金額を限度とする。 

（１）死亡又は廃用により支払うものにあっては、当該共済事故に係る家畜の第 60 条

第2項から第5項までに規定する価額から、肉皮等残存物の評価額若しくは当該家

畜の廃用の時における評価額（これらの評価額が当該家畜の同項に規定する価額

の2分の 1を超えるときは、当該家畜の同項に規定する価額の2分の 1）又は当該

共済事故の発生によって受けるべき補償金等（家畜伝染病予防法第 58 条第 1 項の

規定により受けるべき手当金（以下この条において「手当金」という。）を除

く。）の金額を差し引いて得た金額（以下この条において「控除残額」とい

う。）に共済金額の共済価額（特定包括共済関係に係るものにあっては、当該共

済事故が発生した時の属する基準期間の開始の時における共済金額のその時にお

ける共済価額）に対する割合（その割合が 100 分の 80 を超えるときは、100 分の

80）を乗じて得た金額（手当金を受けるべき場合又は肉皮等残存物の評価額若しく

は当該家畜の廃用の時における評価額が当該家畜の第 60 条第 2 項から第 5 項まで

に規定する価額の2分の1を超える場合において、当該乗じて得た金額が当該家畜

の同項に規定する価額（当該家畜（肉豚を除く。）の同項に規定する価額が著し

く過少であることを当該組合員が証明したときは、当該共済事故の原因が発生し

た直前の家畜の価額）からこれらの評価額及び当該共済事故の発生によって受け

るべき補償金等（手当金を受けるべき場合には、その手当金を含む。）を差し引

いて得た金額を超えるときは、その差し引いて得た金額） 

（２）疾病又は傷害により支払うものにあっては、当該共済事故によって組合員が負

担すべき診療その他の行為の費用の内容に応じて規則第 33 条第 1 項の農林水産大
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臣の定める点数によって共済事故ごとに計算される総点数に同項の農林水産大臣

が定める1点の価額を乗じて得た金額（その金額が組合員が負担した費用の額を超

えるときは、その費用の額） 

２ 同一の包括共済対象家畜又は特定包括共済関係に係る肉豚につき2個以上の家畜共

済の共済関係が存する場合において、他の共済関係が存しないものとして各共済関

係につき前項の規定により計算された共済金（以下本項において「独立責任額」と

いう。）の合計額が次の金額を超えるときは、各共済関係につき支払うべき共済金

は、同項の規定にかかわらず、次の金額に、当該各共済関係に係る独立責任額のそ

の合計額に対する割合を乗じて得た金額とする。 

（１）死亡又は廃用により支払うものにあっては、前項第 1 号の控除残額の 100 分の

80 に相当する金額（手当金を受けるべき場合又は肉皮等残存物の評価額若しくは

当該家畜の廃用の時における評価額が当該家畜の第 60 条第 2 項から第 4 項までに

規定する価額の 2 分の 1 を超える場合において、当該 100 分の 80 に相当する金額

が当該家畜の同項に規定する価額（当該家畜の同項に規定する価額が著しく過少

であることを当該組合員が証明したときは、当該共済事故の原因が発生した直前

の家畜の価額）からこれらの評価額及び当該共済事故の発生によって受けるべき

補償金等（手当金を受けるべき場合には、その手当金を含む。）を差し引いて得

た金額を超えるときは、その差し引いて得た金額） 

（２）疾病又は傷害により支払うものにあっては、前項第2号の金額 

３ 第1項第1号及び前項第1号の評価額は、当該肉皮等残存物又は当該廃用に係る家

畜を通常利用し得べき方法により利用するとした場合における価額とする。 

４ 第1項第1号及び第2項第1号の補償金等（手当金を含む。）は、組合員の悪意又

は重大な過失によりその全部又は一部を受けることができなくなった場合において

も、その全部を受けるべきものとして計算する。 

５ 特定包括共済関係に係るものにあっては、第1項第1号の規定により計算された共

済金の基準期間内における合計額が、当該基準期間の開始の時における共済金額を

超えるときは、支払うべき共済金は、同号の規定にかかわらず、その共済金額を限

度とする。 

（共済金の支払とみなされる場合） 

第 65 条 家畜共済に付した家畜につき疾病又は傷害の共済事故が発生した場合におい

て、この組合が診療その他の行為をし、又はその費用を負担したときは、この組合

は、当該診療その他の行為に要した費用の額の限度において共済金を支払ったもの

とみなす。 

（共済金の支払を請求できない場合） 

第 66 条 家畜共済に係る共済責任の始まった日から 2 週間以内に共済事故が生じたと

きは、組合員は、共済金の支払を請求することができない。ただし、次の各号に掲

げる場合は、この限りでない。 

（１）当該組合員が、その共済事故の原因が共済責任の始まった後に生じたことを証
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明した場合 

（２）次の要件のすべてに適合する場合 

  イ 当該共済事故が包括共済関係に係る家畜共済に係るものであること。 

  ロ 当該共済事故に係る家畜が、イの包括共済関係の成立により消滅した個別共

済関係に係る家畜共済に当該共済事故が生じた日の前日から起算して2週間以上

前から付されていたものであること。 

（３）次の要件のすべてに適合する場合 

  イ 当該共済事故が個別共済関係に係る家畜共済に係るものであること。 

  ロ 当該共済事故に係る家畜が当該共済事故が生じた日の前日から起算して2週間

以上前から包括共済関係に係る家畜共済に付されており、かつ、種雄牛又は種

雄馬となったため第 48 条第 3 項後段の規定により当該包括共済関係に係る家畜

共済に付した家畜でなくなった後2週間以内にイの家畜共済に付されたものであ

ること。 

（４）次の要件のすべてに適合する場合 

  イ 当該共済事故が子牛等を共済目的とする家畜共済に係るものであること。 

  ロ 当該共済事故に係る家畜が子牛等（子牛にあっては、この組合との間に当該

家畜共済の共済関係の存する者が出生後引き続き飼養しているものに限る。）

であり、かつ、その母牛が当該共済事故が生じた日の前日から起算して2週間以

上前からイの家畜共済に付されていたものであること。 

（５）次の要件のすべてに適合する場合 

  イ 当該共済事故が肉用牛等に係る共済関係に係る家畜共済であって子牛等を共

済目的とするものに係るものであること。 

  ロ 当該共済事故に係る家畜が子牛（この組合との間にイの家畜共済の共済関係

が存する者が出生後引き続き飼養しているものに限る）であること。 

  ハ  当該子牛が当該共済事故が生じた日の前日から起算して2週間以上前からこの

組合と組合員との間に存する乳牛の雌等に係る包括共済関係に係る家畜共済で

あって子牛等を共済目的とするものに付されていたものであり、かつ、当該子

牛が当該家畜共済に付された後法第111条の6第1項の規定によりイの家畜共済

に付されたものであること。 

（６）次の要件のすべてに適合する場合 

  イ 当該共済事故に係る家畜が、第 10 条第 2 項（同条第 9 項において準用する場

合を含む。）の規定による権利義務の承継前から引き続きこの組合の包括共済

に付されていたものであり、かつ、当該承継によりこの組合の他の包括共済に

新たに付されたものであること。 

  ロ 当該共済事故に係る家畜が当該共済事故が生じた日の前日から起算して2週間

以上前からイの権利義務の承継に係る譲渡人又は譲受人によりこの組合の包括

共済に付されていたものであること。 

（７） 次の要件のすべてに適合する場合 
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  イ 当該共済事故が特定包括共済関係に係る家畜共済に係るものであること。 

  ロ 当該共済事故に係る肉豚が、当該特定包括共済関係の存する者が飼養する母

豚から出生し、当該特定包括共済関係の成立後に出生後第 20 日の日（その日に

離乳していないときは、離乳した日。）を経過したものであること。 

（８）次の要件のすべてに適合する場合 

  イ 当該共済事故が特定包括共済関係に係る家畜共済に係るものであること。 

  ロ 当該共済事故に係る肉豚が、法第150条の5の4の規定によりイの特定包括共

済関係に係る共済責任の開始の際に消滅した包括共済関係に当該共済事故が生

じた日の前日から起算して2週間以上前から付されていたものであること。 

（９）次の要件のすべてに適合する場合 

  イ 当該共済事故が包括共済関係に係る家畜共済に係るものであること。 

  ロ 当該共済事故に係る肉豚が、当該共済事故が生じた日の前日から起算して2週

間以上前から特定包括共済関係に係る家畜共済に付されており、かつ、当該特

定包括共済関係に係る家畜共済に付された肉豚でなくなった後2週間以内にイの

家畜共済に付されたものであること。 

（10）次の要件のすべてに適合する場合 

  イ 当該共済事故に係る家畜が、第 10 条第 2 項（同条第 9 項において準用する場

合を含む。）の規定による権利義務の承継前から引き続きこの組合の特定包括

共済に付されていたものであり、かつ、当該承継によりこの組合の他の特定包

括共済に新たに付されたものであること。 

  ロ 当該共済事故に係る家畜が当該共済事故が生じた日の前日から起算して2週間

以上前からイの権利義務の承継に係る譲渡人又は譲受人によりこの組合の特定

包括共済に付されていたものであること。 

２ 第 50 条第 1 項の申出に係る包括共済関係又は特定包括共済関係につき共済事故の

変更があった場合において、その変更により新たに当該包括共済関係に係る共済事

故となったものがその変更の日から2週間以内に生じたときは、組合員は、共済金の

支払を請求することができない。ただし、前項第1号に掲げる場合は、この限りでな

い。 

３ 第 59 条第 7 項の規定により家畜共済の共済金額が増額された場合においてその増

額された日から2週間以内に共済事故が生じたときは、その共済事故により支払うべ

き共済金は、その増額が行われなかったものとして計算する。ただし、次の各号の

いずれかに掲げる場合には、この限りではない。 

（１）第1項第1号に掲げる場合 

（２）新たな共済掛金期間の開始の時における共済価額がその直前の共済掛金期間の

終了の時における共済価額から増加する割合の範囲内で共済金額を増額する場合 

（３）その直前の共済掛金期間中に第 59 条第 8 項に規定する最低割合が引き上げられ

た場合において、新たな共済掛金期間の開始の時における共済価額に当該最低割

合を乗じて得た金額まで共済金額を増額する場合 
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４ 特定包括共済関係に係る各共済掛金期間開始の時において組合員が申し出た共済

金額が、その直前の共済掛金期間の終了の時における共済金額から増額された場合

において、その増額された日から2週間以内に共済事故が生じたときは、その共済事

故により支払うべき共済金は、その増額がなかったものとして算定する。この場合

には、前項ただし書の規定を準用する。 

第 67 条 組合員は、廃用に係る家畜をと殺したときは、あらかじめこの組合の承諾を

得た場合を除いては、廃用に係る共済金の支払を請求することができない。ただし、

やむを得ない事由のある場合においてと殺したときは、この限りでない。 

（共済金の支払の免責） 

第 68 条 次の場合には、この組合は、家畜共済に係る共済金の全部又は一部につき、

支払の責めを免れるものとする。 

（１）組合員が第11条第1項の規定による義務を怠ったとき。 

（２）組合員が第12条の規定による指示に従わなかったとき。 

（３）組合員が第 15 条第 1 項又は第 2 項の規定による通知を怠り、又は悪意若しくは

重大な過失によって不実の通知をしたとき。 

（４）第 43 条第 1 項又は第 4 項の規定による申込みをした組合員が、当該申込みの際、

現に飼養していた家畜で当該申込みに係るもののうちに疾病にかかり、若しくは

傷害を受けていたもの又は疾病若しくは傷害の原因が生じていたものがあった場

合において、悪意又は重大な過失によってこれを通知せず、又は不実の通知をし

たとき（この組合がこれを知っていたとき及び過失によってこれを知らなかった

ときを除く。）。 

（５）組合員が、第 56条第 1項、第 4項若しくは第 6項の規定による通知を怠り、又

は悪意若しくは重大な過失によって不実の通知をしたとき。 

（６）家畜共済に係る共済責任の開始する前に生じていた疾病若しくは傷害又はその

原因が生じていた疾病若しくは傷害によって損害が生じたとき。 

（７）第 50 条第 1 項の申出に係る包括共済関係につき共済事故についての変更があっ

た場合において、その変更により新たに当該包括共済関係に係る共済事故となっ

たものに係る損害が、その変更前に生じていた疾病若しくは傷害又はその原因が

生じていた疾病若しくは傷害によって生じたとき。 

（８）第 59 条第 7 項の規定により共済金額が増額された場合又は特定包括共済に係る

家畜共済の共済金額がその直前の共済掛金期間の終了の時における共済金額から

増額された場合において、その増額前に生じていた疾病若しくは傷害又はその原

因が生じていた疾病若しくは傷害によって損害が生じたとき。 

（９）組合員又は組合員と同一の世帯に属する親族が故意又は重大な過失によって損

害を生じさせたとき。ただし、組合員が損害賠償の責任を負うことによって生じ

ることのある損失をてん補するために、他人の所有するものを共済に付したとき

は、「故意又は重大な過失」とあるのは、「故意」とする。 

（10）組合員が競馬法（昭和 23 年法律第 158 号）による競馬の競走に共済目的である
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馬を出走させたことによって損害を生じさせたとき。 

２ この組合は、この組合との間に肉豚に係る包括共済関係が存する組合員が、新た

に第2条第1項第2号に掲げる肉豚を飼養するに至った場合であって、正当な理由が

ないのに当該肉豚につき第 43 条の申込み又は共済掛金の払込みを遅滞したときは、

当該包括共済関係に係る共済金の全部又は一部につき、支払の責めを免れるものと

する。 

（共済関係の無効） 

第69条 第 43条第3項の規定による申込みの承諾の際、包括共済対象家畜で同項各号

に掲げる事由がないものに係る個別共済関係は、無効とする。 

２ 第55条第1項の規定に違反する個別共済関係は、無効とする。 

３ 最初の共済掛金期間の開始の時における共済金額が、その時における共済価額の

100 分の 80 に相当する金額を超過したときは、その超過した部分については、家畜

共済の共済関係は、無効とする。第 59条第 3項、第 6項又は第 7項の規定による変

更後の共済金額又は特定包括共済関係に係る家畜共済の共済金額がその直前の共済

掛金期間の終了の時における共済金額から増額された場合におけるその増額後の共

済金額が、その変更の時における共済価額の 100 分の 80 に相当する金額を超過した

ときも、同様とする。 

（告知義務違反による解除） 

第70条 組合員は、第43条の規定による申込みの当時、家畜共済に係る共済関係が成

立することによりてん補することとされる損害の発生の可能性に関する重要な事項

のうち組合が告知を求めたものについて、事実の告知をしなければならない。 

２ 組合は、組合員が、前項に基づき組合が告知を求めたものについて、故意若しく

は重大な過失により事実の告知をせず、又は不実の告知をしたときは、当該家畜共

済の共済関係を解除することができる。 

３ 組合は、前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、共済関係を解除するこ

とができない。 

（１）第 43 条の規定による申込みの承諾の当時において、組合が前項の事実を知り、

又は過失によって知らなかったとき。 

（２）組合のために共済関係の成立のための行為の媒介を行うことができる者（組合

のために共済関係の成立のための行為の代理を行うことができる者を除く。以下

「共済媒介者」という。）が、組合員が前項の事実の告知をすることを妨げたと

き。 

（３）共済媒介者が、組合員に対し、前項の事実の告知をせず、又は不実の告知をす

ることを勧めたとき。 

４ 前項第2号及び第3号の規定は、当該各号に規定する共済媒介者の行為がなかった

としても組合員が第2項の事実の告知をせず、又は不実の告知をしたと認められる場

合には、適用しない。 

５ 第2項の規定による解除権は、組合が同項の規定による解除の原因があることを知
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った時から 1 箇月間行使しないときは、消滅する。第 43 条の規定による申込みの承

諾の時から6箇月を経過したときも、同様とする。 

（重大事由による解除） 

第 70 条の 2 組合は、次に掲げる事由がある場合には、家畜共済に係る共済関係を解

除するものとする。 

（１）組合員が、組合に当該共済関係に基づく共済金の給付を行わせることを目的と

して損害を生じさせ、又は生じさせようとしたこと。 

（２）組合員が、当該共済関係に基づく共済金の給付の請求について詐欺を行い、又

は行おうとしたこと。 

（３）前2号に掲げるもののほか、組合の組合員に対する信頼を損ない、当該共済関係

の存続を困難とする重大な事由 

（解除の効力） 

第 70 条の 3 家畜共済に係る共済関係の解除は、将来に向かってのみその効力を生ず

る。 

２ 組合は、次の各号に掲げる規定により共済関係の解除をした場合には、当該各号

に定める損害をてん補する責任を負わない。 

（１）第 70 条第 2 項 解除がされた時までに発生した共済事故による損害。ただし、

同項の事実に基づかずに発生した共済事故による損害については、この限りでな

い。 

（２）前条 同条各号に掲げる事由が生じたときから解除がされた時までに発生した

共済事故による損害 

（共済関係の失効） 

第 71 条 個別共済関係に係る共済目的である家畜について譲渡又は相続その他の包括

承継があったときは、第 10 条第 2 項（同条第 9 項において準用する場合を含む。）

の規定により譲受人又は相続人その他の承継人が当該個別共済関係に関し譲渡人又

は被相続人その他の被承継人の有する権利義務を承継した場合を除き、当該個別共

済関係は、その譲渡又は相続その他の包括承継があった時からその効力を失う。 

２ 第52条第2項に規定する場合であって、第58条第1項の規定に違反したときは、

当該共済関係は、その成立の時からその効力を失う。 

３ 第 58 条第 4 項の猶予期間を経過したときは、当該家畜共済の共済関係は、当該猶

予期間の初日からその効力を失う。 

４ 第58条第5項に違反したときは、第10条第2項（同条第9項において準用する場

合を含む。）の規定により承継した権利義務は、その承継の時からその効力を失う。 

５ 個別共済関係の共済目的である家畜（乳牛の雌を除く。）が共済目的の種類を変

更したときは、当該個別共済関係は、その変更の時からその効力を失う。 

（他人の家畜を家畜共済に付した場合） 

第 72 条 他人の家畜を飼養する者が、損害賠償の責任を負うことによって生ずること

のある損害をてん補するため当該家畜を家畜共済に付したときは、共済事故に係る



（高知県農業共済組合共済規程） 
 

142 
 

損害賠償請求権を有する当該家畜の所有者は、共済金を請求する権利について先取

特権を有する。 

２ 組合員は、前項の損害賠償請求権に係る債務について弁済をした金額又は当該家

畜の所有者の承諾があった金額の限度においてのみ、組合に対して共済金を請求す

る権利を行使することができる。 

３ 第8条第1項の規定にかかわらず、共済金を請求する権利は、第1項の損害賠償請

求権を有する所有者に譲り渡し、又は当該損害賠償請求権に関して差し押さえるこ

とができる。 

（組合員負担共済掛金の分納） 

第 73 条 この組合は、包括共済関係に係る組合員負担共済掛金について、次の各号に

掲げる場合には、第 58 条第 1 項又は第 3 項の規定にかかわらず、当該組合員の申請

に基づき当該組合員負担共済掛金（同条第 5 項又は第 59 条第 4 項の規定により払い

込むべき差額部分を除く。）を当該各号に掲げる回数に分割して払い込むことを認

めることができる。 

（１）共済掛金期間が 1年（第 54条第 2項の規定により共済掛金期間を 1年未満とす

る場合で、当該共済掛金期間の月数が 12 箇月のものを含む。以下同じ。）である

包括共済関係について、共済掛金期間ごとの組合員負担共済掛金の金額が3万円以

上である場合 3回 

（２）この組合が第 54 条第 2 項の規定により共済掛金期間を 1 年未満とする包括共済

関係であって、当該共済掛金期間が 6 箇月以上 12 箇月未満のものについて、当該

包括共済関係に係る組合員負担共済掛金の金額が3万円以上である場合 2回 

２ 前項の申請は、次項の規定による第2回目以降の払込みにつき担保を供し、又は保

証人を立て、かつ、この組合の定める書類を添付してしなければならない。 

３ 第1項の規定により組合員負担共済掛金を分割して払い込む場合の払込期限は、次

のとおりとする。 

（１）第1項第1号の規定により3回に分割して払い込むことを認められた場合には、

組合員負担共済掛金の 3分の 1に相当する金額を、第 44条第 2項の承諾の通知が

到達した日の翌日から起算して 1 週間以内（第 52 条第 2 項に規定する場合にあっ

ては、同項の特定の日から2週間以内。次号において同じ。）及び第1回目の組合

員負担共済掛金の払込期限の日の翌日から起算して当該共済掛金期間の月数を3回

で除して得た月数を経過するごとの日までに、それぞれこの組合に払い込まなけ

ればならない。 

（２）第1項第2号の規定により組合員負担共済掛金を分割して払い込むことを認めら

れた場合には、第 44 条第 2 項の承諾の通知が到達した日の翌日から起算して 1 週

間以内に組合員負担共済掛金の2分の1に相当する金額を、第1回目の組合員負担

共済掛金の払込期限の日から起算して当該共済掛金期間の2分の1に相当する月数

を経過した日までにその残額に相当する金額を、それぞれこの組合に払い込まな

ければならない。 
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４ 前項に規定する第2回目以降の払込期限後2週間をもって猶予期間とする。 

５ 第1項の規定により分割払込みを認められた包括共済関係に係る家畜共済の共済責

任は、第 52 条第 1 項本文の規定にかかわらず、この組合が第 3 項の規定による第 1

回の払込みを受けた日の翌日から始まる。 

６ 組合員負担共済掛金の払込みの告知は、払い込むべき金額、払込期日及び払込場

所を記載した書面をもってするものとする。 

第 73 条の 2 この組合は、特定包括共済関係に係る組合員負担共済掛金について、共

済掛金期間ごとに、当該特定包括共済関係に係る組合員負担共済掛金の金額が3万円

以上である場合には、第 58 条第 1 項及び第 3 項の規定にかかわらず、当該組合員の

申請に基づき、当該組合員負担共済掛金（同条第 5 項又は第 59 条第 4 項の規定によ

り払い込むべき差額の部分を除く。）を当該共済掛金期間の月数に相当する回数に

分割して払い込むことを認めることができる。 

２ 前項の申請は、次項の規定による第2回目以降の払込みにつき担保を供し、又は保

証人を立て、かつ、この組合の定める書類を添付してしなければならない。 

３ 組合員は、第1項の規定により特定包括共済関係に係る組合員負担共済掛金につい

て、当該特定包括共済関係の共済掛金期間の月数に相当する回数に分割して払い込

むことを認められた場合には、組合員負担共済掛金を当該共済掛金期間の月数に相

当する回数で除した金額に相当する金額を、第 44 条第 2 項の承諾の通知が到達した

日の翌日から起算して 1 週間以内（第 52 条第 2 項に規定する場合にあっては、同項

の特定の日から2週間以内）及び第1回目の組合員負担共済掛金の払込期限の日の翌

日から起算して1箇月を経過するごとの日までに、それぞれこの組合に払い込まなけ

ればならない。 

４ 前項に規定する第2回目以降の払込期限から起算して2週間は、払込みの猶予期間

とする。 

５ 第1項の規定により分割して払い込むことを認められた特定包括共済関係に係る家

畜共済の共済責任は、第 52 条第 1 項本文の規定にかかわらず、この組合が第 3 項の

規定による第1回の払込みを受けた日の翌日から始まる。 

６ 組合員負担共済掛金の払込みの告知は、払い込むべき金額、払込期日及び払込場

所を記載した書面をもってするものとする。 

第74条 第 5条第1項及び第6条の規定は、第73条第4項及び前条第4項の猶予期間

が経過してもなお当該期間内に払い込むべき組合員負担共済掛金を払い込まない組

合員に係る督促及び延滞金の徴収について準用する。 

第 75条 組合員が正当な理由がないのに第 73条第 4項及び第 73条の 2第 4項の規定

に違反して組合員負担共済掛金の払込みを遅滞したときは、第 68 条の規定にかかわ

らず、この組合は、当該組合員に対して共済金の全部又は一部につき支払の責めを

免れるものとする。 


